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「第７期旭市障がい福祉計画」「第３期旭市障がい児福祉計画」(素案) 

に関する意見と市の考え方 

 

No 該当箇所 意見の内容 市の考え方 

１ 

３６ページ 

（６）地域生活

支援事業 

 

障がいのある方の地域移行を推進していくた

めには、地域定着支援も充実させる必要があり

ます。長期間、入所施設や精神科病院で過ごし

てきた障がい当事者が地域移行した場合、慣れ

た環境から新しい環境に適応する必要があり

移行後も不安定になりやすい状況です。移行後

の候補となるのが、グループホームになると思

いますが、グループホームに地域移行した人

は、機能としての障がいや症状そのものではな

く、新しい同居者との対人関係や、移行した人

にどのように関わってよいか分からない支援

者等とのやり取りから、入所施設や病院で目立

たなくなっていた行動障害が現れたり、精神症

状が悪化したりする場合があります。そのよう

な場合、一時的興奮をやり過ごしたり、対人関

係上のストレスの緩和など環境を変えること

を回避することが有効であり、短期入所のよう

な障害福祉サービスを利用することが解決策

として考えられますが、制度上グループホーム

を退去しなければ短期入所施設を利用するこ

とができないようになっており、仮にグループ

ホームを退去した場合、帰来先のない障がい当

事者を短期入所施設は受け入れることは困難

になると思います。現在、そのような人がいた

場合は環境や対人関係に起因する問題である

と予測が立っていても、障がい当事者が精神科

病院の入院処遇に至りやすい現状です。精神科

病院での処遇は閉鎖環境が多いことから人道

上の問題があります。ですからグループホーム

入居者でも、グループホームに籍を置いたまま

精神科病院の入院を経過せずに一時的でも短

期入所等を利用できるような体制を作っても

らいたい。 

P36（６）地域生活支援事業のメニューに「グ

ループホーム入居者緊急一時利用事業」を創設

し、グループホーム入居者の短期入所利用を認

める。具体的にはグループホームを退去になる

が、グループホーム退去先に戻ることを条件に

最大１ヶ月分の賃料をグループホーム側に助

成する。 

 

障害福祉サービスの短期入

所は、国で定められた基準に

より「居宅において、その介

護を行う者の疾病やその他

の理由により、障害者支援施

設等への短期間の入所を必

要とする方」が利用できるサ

ービスであり、想定されてい

る状況での利用はできませ

ん。 

 

グループホーム入居前や入

居中であっても、グループホ

ームの体験を行うことも可

能です。複数のグループホー

ムの環境を体験していただ

いたうえで、ご自分に合った

グループホームを決定して

いただくこともできますの

で、ご相談ください。 

 

市ではグループホームに対

する助成として運営費補助

金の交付を行っています。こ

の補助金は、運営費の一部を

助成するもので、入院中の方

に係る運営費も補助の対象

としています。なお、該当と

なるグループホームには、市

より個別に通知をしており

ます。 
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２ 

３６ページ 

（６）地域生活

支援事業 

 

世界精神保健調査では、我が国の精神障がいへ

罹患する生涯有病率が 22.9%であり、精神疾患

は誰でも罹患しうることが報告されている。 

国の「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築に係る検討会」においても、地域住

民への普及啓発を進めるにあたり、メンタルヘ

ルス・ファーストエイドへの賛同が既に得られ

ている。（※メンタルヘルス・ファーストエイ

ドとは、地域の中で、メンタルヘルスの問題を

かかえる人に対し、住民による支援や専門家へ

の相談につなげる取り組み。） 今般、新型コロ

ナウイルス感染症に係る心のケアの充実が求

められている中、平時からの心の健康への対策

や普及啓発は急務である。 以上のことから心

のサポーター養成事業を（６）地域生活支援事

業に創設してもらいたい。（＊心のサポーター

とは「メンタルヘルスやうつ病や不安など精神

疾患への正しい知識と理解を持ち、メンタルへ

ルスの問題を抱える家族や同僚等に対する、傾

聴を中心とした支援者」(小学生からお年寄り

までが対象) のことです。） 

 

※ご意見を踏まえ、記述を修

正します。 

19ページの（２）精神障害に

も対応した地域包括ケアシ

ステムの構築に「精神疾患に

対する正しい知識の普及・啓

発に努めるとともに、相談体

制の充実を図る等、偏見や差

別のない地域づくりを推進

します。」を追記します。 

（本計画は、基本方針を定め

るもので、各事業については

概要の記載に止めているた

め、具体的な記載は行いませ

ん。） 

 

精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの構築を

進めるためには、地域住民の

理解や支えも重要であり、地

域住民に対する普及啓発を

効果的な方法で実施してい

くことが求められています。

心のサポーター養成事業の

実施については、県内自治体

の動向を注視してまいりま

す。 

 

 


